＜環境モデル都市の取り組み＞田園型環境都市にいがた ～地域が育む豊かな価値が循環するまち～ by 三富 健二郎
田園型環境都市にいがた 
～地域が育む豊かな価値が循環するまち～ 
新潟市 環境部 環境政策課 1 
平成26年1月25日 
新潟市の自然・社会的特徴 
2 
【土地利用】 農地割合48％（H22） 
【食料自給率】 63% 政令市1位（H17） 
【販売農家数】 9,683戸 全国市1位（H22）  
【農業出荷額】 655億円 全国市3位（H18） 
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■新潟市の地目別土地面積割合
（H22年） 
T田・畑 
48.0％ 
【人口】 約81万人  
【面積】 726km2 
市域の４８%が農地 
日本一の農業都市 
○家庭部門の世帯あたり排出量が多い（5.3t-CO2） 
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■家庭部門世帯あたりCO2排出量と 
延べ床面積 他政令市との比較（2005年度） 
■新潟市における部門別 CO2排出量の推移 
■自動車由来人口１人あたりCO2排出量と 
DID密度 他政令市との比較（2005年度） 
新潟市のCO2排出量の現状と課題 
4 
○2005年度の総排出量は約731万t-CO2 
○運輸，家庭部門の占める割合が大きい 
○1人あたり自動車由来排出量が多い（2.5t-CO2） 
環境モデル都市 
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新潟市のCO2の削減目標 
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コンセプト 
田園型環境都市 
〜都市と田園の調和ある発展〜 
地域が育む多様な価値を地域内循環させる 
10 
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「人」の循環 
「食・文化」 
の循環 
「エネルギー」 
の循環 
４つの取り組み方針 
12 
１ 田園環境の保全・持続可能な利用 
【視点】食料・ｴﾈﾙｷﾞｰ・文化など豊かな価値を生み出す「場」の保全と活用 
 
 
 
４ 低炭素型ライフスタイルへの転換 
【視点】価値観の転換による低炭素型ライフスタイルの推進 
     
 
 
２ スマートエネルギーシティの構築 
【視点】再生可能エネルギーの拡大と防災機能の強化 
３ 低炭素型交通への転換 
【視点】超高齢社会，環境問題，まちなか再生に対応する公共交通強化 
 
 
４ 低炭素型ライフスタイルへの転換 
(1)低炭素型社会への人づくり 
   ・にいがた市民環境キャンパスの推進 
   ・低炭素型ライフスタイルへの誘導 
(2) 建築物の省エネルギー化 
 ・「CASBEE新潟」の推進 
 ・省エネ機器の普及拡大 
(3) 資源循環型社会の構築 
   ・３R運動の推進と三者協働 
   ・事業系ごみの排出抑制と資源化の推進 
(4)スマートウェルネスシティの構築（総合特区） 
   ・公共交通及び自転車で移動しやすく 
  快適に歩けるまちづくり条例の制定 
 ・自転車利用拡大に向けた取り組み促進 
   (自転車走行空間整備)  (駐輪場整備) 
    (レンタサイクルの推進) 
     
 
 
３ 低炭素型交通への転換 
(1)地域内の生活交通確保 
(2) 都心アクセスの強化 
(3)都心部での移動円滑化 
   ・人と環境にやさしいまちづくりの推進 
   ・新たな交通システムの導入(BRT） 
(4) モビリティの低炭素シフト 
   ・EV、PHV、HV等の次世代自動車の普及拡大 
   ・エコドライブの拡大 
   ・高齢化対応、近距離移動にマッチした 
  超コンパクトモビリティの実証 
 
 
 
２ スマートエネルギーシテイの構築 
(1)地域特性を活かした再生可能エネルギー導入拡大 
   ・風力発電事業・太陽光発電事業の推進 
   ・家庭、事業所における再生可能エネルギー導入拡大 
   ・公共施設における蓄電池と連携した整備推進 
   ・スマートエネルギー関連産業の育成 
(2) 未利用エネルギーの徹底活用 
   ・廃棄物発電の推進 
   ・下水汚泥消化ガス発電の推進 
   ・下水熱利用の検討 
   ・工場排熱利用の検討 
   ・農業用水路など農地特性を活かした発電モデルの実証 
   ・里山などの間伐と間伐材の利用促進【再掲】 
(3) 新潟市版スマートエネルギーシティの構築 
   ・HEMS、BEMS、FEMSの推進 
   ・スマートタウンの整備（西野中野山区画整理事業） 
   ・防災型スマートコミュニティモデルの整備 
 
１ 田園環境の保全・持続可能な利用 
(1)環境保全型農業と農業の低炭素化の推進 
   ・環境保全型農業の推進     ・農業の低炭素化の推進 
   ・農業に関する「知」の集積（アグリパーク・農業活性化研究センター） 
(2) 地域資源の有効利用 
  ・新潟ニューフードバレーの形成 
  ・地産地消の推進  
(3) バイオマス資源の持続可能な利用 
    ・農業系バイオマス資源の活用推進 
    ・耕蓄連携による再資源化の推進 
    ・バイオ関連「知」の集積(バイオリサーチセンターなどの取組） 
(4) 田園環境を活かした文化空間創出 
   ・水と土の芸術祭の開催 
   ・ユネスコ創造都市ネットワークの食文化 
  分野(ガストロノミー）の認定に向けた取り組み 
   ・都市型グリーン ・ツーリズムの振興 
(5) 市街地をやさしく包み込む田園環境の保全 
   ・田園、里潟、里山の生物多様性の保全 
   ・里山などの間伐と間伐材の利用促進 
   ・豊かな自然環境を保全する環境活動の推進 
   ・環境学習の推進 
 
 
 
 
５年以内に具体化する予定の取り組み 
13 
田園環境の保全 
持続可能な利用 
スマートエネルギー
シティーの構築 
低炭素型ライフ 
スタイルへの転換 
低炭素型交通 
への転換 


22％ 
新潟市の製造品出荷額 
金属製品 輸送用機材 科学工業品 パルプ・ 
紙・紙加
工 
食料品 
ニューフードバレー 
農商工連携と６次産業化 
農業活性化研究センター 
新潟ニューフードバレーの形成 
21 
地域経済の発展のため，
食品・バイオ関連産業の
誘致や創業を支援しま
す。 
 
食の戦略として，売れ
る商品・仕組みづくりを
進めます。 
 
農商工連携や６次産業
化により付加価値の高
い商品や新たな産業の
創出を促進します。 
 
循環型社会に向け，給
食残さの飼料化などモデ
ル事業に取り組みます。 
 
高付加価値な食品等を創
出するため，高度な技術・
研究開発に取り組み，人
材育成に努めます。 
 
新潟の食のブランド
価値を向上させ，情
報発信を強化します。 
 
食産業No.1を目指し、 
フードデザインをひろめ・新たなネットワークを創り・イノベーションを起こし続ける 
新潟ニューフードバレーの拠点施設 
「アグリパーク」（H26年度完成予定） 
食の売れる商品・仕組みづくりの普
及・実践「フードデザインセミナー」 
海外へ 
域外へ 
都市と農村の交流拠点 
食育・花育センター 


教育ファーム 
田園環境の保全 
持続可能な利用 
スマートエネルギー
シティーの構築 
低炭素型ライフ 
スタイルへの転換 
低炭素型交通 
への転換 
スマートエネルギーシティ 
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バイオエタノールプラント 


36 
里山の間伐材の活用促進 
ＣＯ２排出削減 施設維持管理費の軽減 
ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄｸﾚｼﾞｯﾄ 
ごみ溶融炉の 
石炭コークス代替 
バイオマス発電 防災備蓄 
防災対策 
地球温暖化 
防止効果 
財政的効果も視野に 
化石燃料 
使用の縮小 
長期保存可能 
熱源として利用 
ハウス暖房 
環境保全型農業の促進 バイオマスの地産地消 
公共施設の 
冷暖房ボイラー 
ペレット化に加え
コークス化も推進 
 
家庭系 
枝葉・草 
農業系 
バイオマス 
（不要残さ） 
450ｔ/年 
15,000ｔ / 年 
廃棄物の 
有効利用 
道路・公園等
の刈り草 
1,300ｔ/年 
処理委託 
 
チップや堆肥化等で 
100%利用中だが 
市外へ70%が流出 
需要拡大による売却益 
移動負荷の
軽減 
ｶｰﾎﾞﾝ 
ﾆｭｰﾄﾗﾙ 
地域エネルギーマネジメントシステム実証モデル 
《事業概要》 【Ｈ２５ 総務省 分散型エネルギーインフラブロジェクト調査事業採択】 
 
   公共施設が集中立地している地域に再生可能エネルギーや蓄電池、ガスコージェネレーション 
   シス テム、ＥＭＳ等を導入し、従来の個々の電力契約を一括受電契約に変更し，停電時も再生 
   可能エネルギー等を活用しながら、電力を安定的に利用できるスマートコミュニティのモデルを 
   構築するもの。  
 
 
 
 
 
 
【現状課題】 
●個々の施設で系統電力の契約を締結（図では６契約） 
●複数施設間での電力融通は不可能 
●停電時は全ての施設で電力利用が停止（自家発を除く） 
 
 
 
 
【地域EMSの効果】 
●再生可能エネルギーで発電した電力や、熱エネルギーを 
 効 率よく利用でき、CO2削減につながる。 
●停電時も電力利用が可能。 
これまで （系統のみ） 地域EMS（自家発＋系統） 
系統線 
系統線 
系統線 
電気の供給 
熱の供給 
コジェネ 
（燃料電池） 
高圧一括受電 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 
ｾﾝﾀｰ 
太陽光発電 
太陽光発電 
太陽光発電 
太陽光発電 
Ｈ２４年度スタート 
39 
STEP１ 再・省エネ機器の集中導入 
STEP４ 都市レベルのEMの実現 
蓄電システム 
大規模PV 
STEP３ EMネットワーク構築 
大型風力 
STEP２ 複数施設間のEMの実施 
EMセンター 
電気 
熱 
EMセンター 
スマートエネルギー推進計画 
田園環境の保全 
持続可能な利用 
スマートエネルギー
シティーの構築 
低炭素型ライフ 
スタイルへの転換 
低炭素型交通 
への転換 
低炭素型ライフスタイル 
家
族
の
写
真 
ゴミの減量化 
 
自動車依存からの脱却 
省エネ機器の選択 
環境保全行動に取り組む人づくり 
       市民のごみ減量化の取り組み 
43 
リサイクル・サイ挑戦
81万人の
サイ低
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家庭系ごみ量排出量の推移 
直搬ごみ 
集団・拠点回収 
資源物 
ごみ 
単位：ｔ 
サイチョ 
（新潟市ごみ減量キャラクター） 
H20.6月から新ごみ減量制度に移行。 
【新ごみ減量制度のポイント】 
 ①全市でのごみ有料化 
 ②ごみ分別の細分化（６分別⇒10種13分別） 
       市民のエコアクションを応援！ 
44 
H26年度からエコポイント制度を導入予定 
【制度導入の目的】 
 ①ごみ有料化手数料収入を地球温暖化対策に活用 
 ②市民の自主的なエコアクションを応援し， 
  低炭素型ライフスタイルを普及拡大 
 ③地域の活性化にも結び付ける とめドキくん （新潟市地球温暖化防止キャラクター） 
     市 民 
 
【エコアクションの例】 
 ①家庭での省エネ（電気，ガス等） 
 ②環境講座，イベントへの参加 
 ③公共交通利用 
 ④買い物での３Ｒ 
 ⑤小型家電・古着・廃油回収 
 ⑥生ゴミの減量化 
   など・・・・ 
 
市 
役 
所 
 
エコポイント申請 
商品券発行 
地域商店街 
ご 
み 
有 
料 
化 
手 
数 
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45 
《実施内容》 「公共交通及び自転車で移動しやすく  
      快適に歩けるまちづくり条例の制定（H24.7）」の制定 
１ 歩く，体を動かす 
 ○多くの市民が参加する健康・食育イベントや教室の開催 
２ 歩きたくなる，歩いてしまう 
 ○歩いて楽しい，歩行者や自転車にとってやさしい空間づくり 
３ 歩いて暮らせる，出かけやすい 
 ○お年寄りでも安心して移動できる公共交通の充実と利用の促進 
     【スマートウエルネスシティ（SWC）】 地域活性化総合特区 
      生涯にわたり健やかで幸せに（健幸）暮らせるまちを創造すること 
 
        Smart（賢明、快適、エコ、美しい） Wellness（健幸＝健康＋生きがい、安心など） City（まちづくり） 
 
自転車走行空間の整備 
新潟島一周自転車道 
       健幸づくりと低炭素型ライフスタイルづくりを一体化 
田園環境の保全 
持続持可能な利用 
スマートエネルギー
シティーの構築 
低炭素型ライフ 
スタイルへの転換 
低炭素型交通 
への転換 
低炭素型交通への転換 
マイカー依存の拡大 
52% 69% 
バス利用者   ▲４０%  (過去10年間） 
バス運行便数 ▲２０% 
１９８８年 ２０１１年 
自動車保有台数   １.５９台/世帯 
急激な高齢化の進展 
 
２０１０年 ⇒ ２０２０年 
２３.１% +7% 
１８.５万人 +５万人 
高齢化率 
高齢化 
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行政機関内 主に地域住民等 
との連携 
新潟市 
環境保全調整会議 
環境保全関連の庁内の組織横断
的な取り組み体制 
主に大学･地元企業等
との連携 
大学連携新潟協議会 
市内8大学が参加し，その英知を市
政に活用する連携組織 
新潟市都市政策研究所 
施策の検討に必要な研究を行う市
長直属のシンクタンク 
にいがた市民環境会議 
環境保全活動を実施する各主体の
緩やかな連携 
にいがた市民環境 
キャンパス 
市民への環境学習機会の提供 
環境全般 
新潟市 
地球温暖化対策 
推進本部 
地球温暖化対策に関する庁内の組
織横断的な取り組み体制 
新潟市 
地球温暖化対策 
地域推進協議会 
市民，市民団体，事業者等各主体
が連携して普及啓発の具体的事業
を展開  
新潟市 
スマートエネルギー 
推進会議 
新潟大学，地元エネルギー供給事
業者との連携 
地球温暖化対策 
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「市民運動」的な取り組みへ 
Niigata City 
